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【要旨】 

荷重と地盤抵抗の関係を示す地盤反力係数は，基礎の設計計算モデルの一つである。ただし，現行基準が平板

載荷試験で得られた荷重変位曲線の繰返し曲線から求めることとされているにもかかわらず、その計算モデルは

初期勾配から求められたものであること、粘性土地盤への適用において注意喚起がなされているにも関わらず、

実務上は砂質土と違いなく使用されていることなど、改善の余地がある。そこで、本研究では、これらの設計計

算モデルの根拠をひも解いて上記のような課題を整理し、新たに入手したデータも利用してこれらの課題を解決

した新しい設計計算モデルを提案した。さらに、提案した設計計算モデルの推定精度についても評価し、粘性土

地盤や N 値が小さい地盤に対しては推定精度が低いために、本提案モデルを使用せず、別途試験を実施するのが

望ましいことを提案した。 

キーワード：地盤反力係数，地盤調査法，N 値 

 

 

1. はじめに 

1.1 研究の背景 

地盤反力係数は，地盤材料の変形特性と地盤中の固

体(構造部材や場合によってはセメント固化改良体等) 

の応答を関連付けるモデルのひとつである．図–1.1 

に示すように，剛な構造物に対して荷重を作用させる

と，構造物は変化しない一方で，地盤は変形するため，

構造物には変位が生じる．このときの荷重と構造物に

生じる変位の関係は，生じる応力レベルや変位によっ

て地盤の圧縮性が変化するため，図–1.2 に示すよう

に，非線形になる．一方である変位に着目すると，単

位面積あたりの圧力p (kN/m2) と基礎に生じる変位y 
(m) の関係は，次のようになる。 

 

k = p/y                           (1.1) 

 

式(1.1) で定義される係数k を地盤反力係数といい，

式(1.1) を満足するときの圧力p を地盤反力 度とい

う6) 

剛体を構造物から一部取り出したものとすれば，地

盤反力係数を用いて地盤に接する構造物の変位を計

算するために便宜的に用いることができる。 

地盤反力係数の評価方法には，大きく分けて二つあ

る．ひとつは，原位置で載荷試験を実施して得られる

荷重・変位曲線から評価する方法である．もうひとつ

は，地盤調査を実施し，地盤の変形特性を評価し，既

往の研究で得られている変形特性と地盤反力係数と

の相関式から予測する方法である．以下では，それぞ

れの算出方法について述べる． 

 

 

 
図–1.1 地盤反力係数の概念図 

 

 

1.1.1 載荷試験から求める方法 

図–1.1 で見たように，載荷試験の結果得られる構

造物に作用する荷重・変位曲線は非線形であり，地

盤反力係数も変位に対して非線形性を有する。した

がって，荷重・変位曲線から地盤反力係数を決定す

るためには，ある変位量について求める必要がある。 

構造設計においては，基礎は構造物を支えるため

の一部材部位であり，地盤反力係数は構造計算モデ

ルの一部として考慮される。このとき，供用期間中

に頻発する荷重に対して，基礎が可逆応答をしない

となると，供用期間中に生じうる荷重履歴に対して

基礎に生じる変位の履歴を考慮し，それを考慮した
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構造設計がなされることになる。しかし，そのよう

な計算は煩雑であり，また，一般に，頻発する荷重

に対して基礎が可逆性を有しないことは許容されな

い。つまり，頻発する荷重に対しては，発生する変

位や地盤抵抗特性が荷重履歴の関数ではないとみな

せる範囲，すなわち，基礎の挙動が弾性範囲とみな

せる範囲内に収まることを担保することが大前提で

ある。 

岩津・三木は，変位量が小さい領域においては，

図–1.2 の荷重・変位曲線がほぼ線形であり，この領

域においては変位の大きさにかかわらず，地盤反力

係数が一定であると考えてよいとしている 7)。そし

て，構造物の挙動をこの領域に押さえることにより，

構造物の可逆性を担保し，地盤反力を用いて構造計

算を行うことが可能になる。道路橋示方書も，同様

の考え方によって記述されている。平成 2 年度版以

降の道路橋示方書では限界状態設計法の考え方が導

入され，荷重・変位曲線が線形で基礎の挙動が弾性

挙動とみなせる点，すなわち弾性限界点に達しない

ことを照査することが明確にされている。これは前

述のように，供用期間中に頻発する荷重に対しては，

設計上有害な残留変位が累積せず，可逆的な挙動で

あることが求められているためであるそこで，多数

の載荷試験を分析し，弾性限界点に収まるような許

容変位量を設定し，許容変位に達したときの荷重が

再現できるように地盤反力係数を設定しており，設

計計算で求められる基礎に作用する荷重と，この地

盤反力係数を用いて設計地盤面における変位を求め，

その変位を許容変位以下とすることによって，弾性

限界点とみなせる範囲内にあるということが照査さ

れる 8, 9)。 

 

 

図–1.2 荷重・変位曲線と地盤反力係数の関係 

 

1.1.2 地盤調査結果から求められる変形係数との相

関式から算出する方法 

1.1.1 の方法で求められる地盤反力係数は，当該

地盤の地盤抵抗を直接的に求められる方法であり，

適切な試験により得られる地盤反力係数は非常に信

頼性の高いものとなる．しかし，コストや工期，環

境条件の関係から，すべての現場で載荷試験を実施

することは不可能な場合もある．そこで，載荷試験

を実施せず，地盤調査結果から地盤反力係数を予測

する方法が検討されてきた．地盤調査結果から地盤

反力係数を予測するためには，図–1.3 に示す手順が

必要である．図–1.3 に示すように，地盤調査から地

盤反力係数を算出するためには，次の 3 つのプロセ

スが必要である. 

プロセス 1 基準となる地盤の変形係数から地盤反

力係数を求める手順 

プロセス 2 地盤調査の結果得られた変形係数をプ

ロセス 1 において用いる基準となる地盤の変形

係数に換算する手順 

プロセス 3 基礎を設計するための基準変位量の設

定とそれに応じた地盤反力係数に換算す手順 

 プロセス 1 は，地盤調査の結果得られた変形係数

を，地盤反力係数の算出に用いる，基準となる変形

係数に換算する手順である．地盤の変形係数の値は，

地盤調査の方法によって異なる。これは，それぞれ

の地盤調査方法において，発生するひずみレベルが

異なるためであると考えられる.例えば，2 章で述べ

るように，道路橋示方書 IV 下部構造編では平板載

荷試験の結果を基準とし，孔内水平載荷試験，一軸・

三軸圧縮試験，標準貫入試験から求められる N 値

から求められる変形係数との相関関係を示しており，

それぞれの調査から求められる変形係数を，同じ地

盤に対して平板載荷試験を行った場合に得られると

思われる値に換算している.また，鉄道における基礎

の設計基準である鉄道構造物等設計標準・同解説基

礎構造物・抗土圧構造物では，PS 検層から求めら

れる変形係数についても評価されており 10)，それぞ

k
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地
盤

反
力
度

 p

弾性限界点



ひずみレベルに着目した地盤水平抵抗の評価に関する研究 

 

 3

 

図–1.3 地盤調査から地盤反力係数を算出するための手順 

基準となる地盤調査法による
変形係数Eの評価

基準となる地盤調査法以外の
方法による

変形係数E’の評価算出

基準変位・基準幅・
基準基礎形状の場合の
地盤反力係数の算出

着目する変位レベルに応じた
地盤反力係数の算出

基準となる地盤
調査法による

変形係数Eへの換算
プロセス2

載荷幅依存性，載荷板形状
等を考慮した

地盤反力係数の算出

プロセス3

プロセス1

れの地盤調査法により得られる変形係数同士の値を

比較し，地盤調査法の違いによらず，同程度のひず

みレベルにおける変形係数が求められるように，係

数を設定している. 

 

プロセス 2 は，プロセス 1 で求めた基準となる変

形係数を地盤反力係数に換算する手順である.ある

地盤調査で計測された変形係数は，調査に用いた載

荷板の載荷幅や，試験時に発生しているひずみレベ

ルによって異なる.さらに，プロセス 1 で述べたよ

うに地盤の変形係数は地盤調査法によって異なる.

また，前節で述べたように，地盤反力係数は変位の

関数である.以上を考慮すると，地盤の変形係数と地

盤反力係数の関係は次のように表すことができる. 

 

E(, M, b) = X k(y)   (1.2) 

ここに，はひずみレベル，M は地盤調査法の違い，

b は載荷幅の違いをあらわすパラメターであり，

E(M,b) は，地盤の変形係数 E が，試験時に発生し

ているひずみレベルや地盤調査法，載荷幅によって

変化することを示す.y は変位，k は地盤反力係数で

あり，k(y) は地盤反力係数 k が変位 y の関数であ

ることを示す.そして，X は，地盤の変形係数 E と

地盤反力係数 k を関係付けるパラメターであり，基

礎が受ける載荷履歴や載荷条件，地盤の変形係数を

算出するときに発生したひずみレベルや地盤調査法

によって変化する. 
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最後のプロセス 3 は，プロセス 2 で求められた

地盤反力係数を，設計で適用するための係数に換算

するものである.本章の冒頭で述べたように，地盤反

力係数は非線形性を有しているので，ある変位量に

着目して算出することになる.そして，道路橋基礎の

場合は基礎に可逆性を持たせるために，供用期間中

に頻発する荷重に対しては，基礎の挙動が弾性限界

点内に収まるように許容変位を設定し，その点にお

ける地盤反力係数を算出している．ただし，弾性限

界点は杭が降伏することにより発生する場合と，地

盤抵抗が降伏することにより発生する場合があり，

後者の場合の許容変位は，従来の許容変位よりも大

きな値を想定できるという研究結果もある 9).また，

そもそも大変形が生じた場合の杭の挙動を確認する

必要がある場合には，弾性限界点以降の地盤反力係

数を算出する必要がある.しかし，地盤反力係数は非

線形性を有しているため，弾性限界点到達以前の値

を弾性限界点以降に適用すると，地盤反力係数を過

大評価することになる.したがって，弾性限界点以降

の地盤反力係数を推定するためには，何らかの方法

で地盤反力係数を減じる必要がある. 

実務の設計においては，必ずしもすべてにおいて

載荷試験が実施されているわけではなく，どちらか

といえば，地盤反力係数は，地盤調査から求められ

た変形係数と，推定式から予測されるのが一般的で

ある.しかし，岡原らの報告によれば，現行の推定式

の予測精度は必ずしも高いわけではない 8).また，現

行の推定式は昭和 40 年代に行われた研究に基づい

ており，現在の設計方法とは整合の取れていない箇

所もある. 

 

1.2 本研究の目的と構成 

 

以上のことから，本文では，現行の推定式が抱え

る上記の問題点を整理し，その問題点を解決し，新

しい推定式を提案することを目的とする．先ず，現

行の推定式が抱える問題点を列挙するために，第 2 

章において，現行の推定式の根拠を述べる．そして，

現在の設計方法との乖離点を列挙するとともに，改

善の余地のある部分を挙げ，現行の推定式が抱える

問題点を整理した．第 3 章においては，現行の推定

式により求められた地盤反力係数がどの程度の推定

精度を有しているかを検討した．前述のように文献

8)において現行の推定式の予測精度の調査が行われ

ているが，本文では検討対象データを増加し，さら

に地盤種別ごとに検討を行った．第 4 章においては，

第 2 章における検討結果に基づき，現行の推定式に

おける問題点を解決するための検討を行った.そし

て，現行の推定式に変わる推定式を提案した.そして，

第 5 章では，本文で提案した式の予測精度を，第 3 

章と同様の手法により検討した. 

 

2. 現行の設計法における地盤反力係数の推定式の

根拠 

 

前章に述べたように，地盤反力係数はひずみや載

荷幅，地盤調査法の違いにより，異なる値となる．

平成 14 年度に発刊された道路橋示方書 IV 下部構

造編 5)や杭基礎設計便覧 11)に示されている 平方

向地盤反力係数 kH の推定式は，昭和 40 年代に，

これらのパラメターと地盤反力係数に関して，それ

ぞれのパラメターと地盤反力係数の関係式を提案し，

それらを重ね合わせたものである．その後，現在ま

での間に，地盤・基礎系に関する知見の蓄積・技術

の進展に伴って示方書は改定されており，より合理

的な基礎の設計が可能になっている．その一方で，

昭和 40 年代に検討された内容の中には，現在の示

方書の設計とは相容れないものもある．そこで，本

章では，まず，昭和 40 年代にそれぞれのパラメタ

ーに対して行われた検討を報告する．そして，現行

の設計法との齟齬を明らかにする． 

 

2.1 現行の地盤反力係数の推定式 

 現行の道示 IV に記載されている地盤反力係数の

推定式は以下の通りである。 

kH = kH0(BH/0.3)-3/4, kH0=E0/0.3, BH=(D/)0.5  (2.1) 

ここに， 

kH : 水平方向の地盤反力係数(kN/m3) 
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kH0 : 直径 0:3m の剛体円盤による平板載荷試験の

値に相当する水平方向地盤反力係数(kN/m3) 

BH : 換算載荷幅(m) 

α: 表-2.1 に示す係数 

E0 : 表-2.1 に示す方法で測定または推定した設計

の対象とする位置での地盤の変形係数(m) 

D : 荷重作用方向に直交する基礎の載荷幅(m)  

: 基礎の特性値
ඥKHD
ర

ସEI
ሺmଵሻ 

である． 

 

前章で述べたように，地盤反力係数はある変位量

について求められる．しかし，場合によっては定め

られた変位量以上の状態についても検討する必要が

ある．例えば，平成 18 年度に改定された杭基礎設

計便覧 11)では，既製杭による橋脚基礎の場合，変

位の照査がクリティカルになる場合，液状化地盤中

に施工される場合などの杭の水平変位量を緩和でき

る場合には，許容変位量を緩和できるとしている.

そして，許容変位量を緩和する場合の設計計算に用

いる地盤反力係数については，次式により地盤抵抗

の非線形性を考慮することを基本とする旨が示され

ている. 

 

kH = kH0(BH/0.3)-3/4 (y’/y0)1/2         (2.2)  

 
ここに， 

y’: 着目変位量 

y0 : 基準変位量 

である. 

 

 

表–2.1 変形係数 E0 とα5) 

変形係数 E0 の推定方法 地盤反力係数の

推定に用いる係

数α 

常時 地震時 

直径0.3mの剛からだ円盤によ

る平板載荷試験の繰返し曲線

から求めた変形係数の 1/2 

1 2 

孔内水平載荷試験で測定した

変形係数 
4 8 

供試体の一軸圧縮試験又は三

軸圧縮試験から求めた変形係

数 

4 8 

 

地盤調査結果から地盤反力係数を算出するために

は，前章で述べた 3 つのプロセスが必要である.現行

の道路橋示方書や杭基礎設計便覧における推定式も，

これらのプロセスに従って定められている.本章で

は，それぞれのプロセスにおいてどのような検討が

行われ，その結果どのようにして現行の推定式が定

められたのかを説明する. 

 

2.2 プロセス 1：基準となる地盤の変形係数から地

盤反力係数を求める手順 

 

前章で式(1.2) を用いて説明したように，地盤反

力係数は地盤の変形係数の関数である.平成 14 年度

版の道路橋示方書には，地盤の変形係数を求めるた

めの地盤調査法として，表–2.1 に示したものが示さ

れている.現行の道路橋示方書および杭基礎設計便

覧における地盤反力係数の推定式は，表–2.1 に示し

た地盤調査法のうち，平板載荷試験により求められ

た変形係数を基準として定められたものである.こ

こでは，現行の道路橋示方書および杭基礎設計便覧

に記載されている地盤反力係数の推定式が，平板載

荷試験から求められた変形係数を用いてどのように

定められたのかを説明する. 

 

2.2.1 吉中による平板載荷試験 1, 2) 

 

現行の設計法の推定式の設定は，吉中が行った平

板載荷試験に基づいて定められている.ここでは，吉

中が行った平板載荷試験の概要について述べる. 

吉中は同一地盤に対して複数の幅の載荷板を用い

て平板載荷試験を実施した.実験概要を図–2.1 に示

す.図–2.1 に示すように，それぞれの土層内に，幅

の異なる載荷板を異なる深度に設置し，それぞれの
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載荷板を水平方向に載荷する.対象とする地盤は砂

質土と粘性土である. 

砂質土は土木研究所内の実験土層(深さ 4 m ×幅

5 m ×長さ 8 m) に作成されたものであり，湿潤砂

を人工的に締め固めて作製された.地盤材料に対す

る物理試験の結果は，比重が 2.71，60%径が 0.27 

mm，均等係数は 1.9 であった.地盤作製後は，完全

に飽和させた後に一度排水して湿潤状態を保ち，そ

の後地盤を掘削してテストピットを作製する.そし

て，図–2.1 に示すように，載荷面が鉛直方向に平行

になるように載荷板を設置した. 

粘性土は土木研究所千葉支所内(当時) に存在し

ていた，過去に乱されたことのない実地盤(関東ロー

ム) である.約 1 m の表層地盤を廃土し，さらに，

関東ローム層を 1.5 m程度掘削し，深さ 2.6m × 幅

1.2 m × 長さ 6.0 m のテストピットを作製してい

る.そして，テストピットの中に図–2.1 に示すよう

に載荷板を設置する.なお，関東ローム層に対して非

排水三軸試験を実施した結果，粘着力 c = 33.32 

kN/m2，内部摩擦角φ=12 °であった. 

表–2.2 に試験ケースの一覧を示す.なお，表–2.2 

におけるケース名の S, L はそれぞれ砂質土，粘性

土を意味する.実験パラメターは載荷板の幅である．

表–2.2 に示したものは全て円形の載荷板である．こ

れらとは別に長方形・正方形の載荷板を用いた実験

も行われているが，本文では説明を割愛する．砂質

土，粘性土ともに異なる幅を有する円形載荷板を，

異なる深度に設置し，荷重を載荷板の中心に，載荷

面に対して直角方向に作用させた.ただし，砂地盤と

粘性土地盤の試験結果を比較するため，砂地盤と粘

性土地盤で，用いる載荷板の幅，深度を統一されて

いる.実験が行われた深度は 1.8–2.7 m である.砂地

盤・粘性土地盤ともに，地盤内に二つのテストピッ

トを作製し，それぞれのピットにて複数のケースが

行われている.表–2.3 に，砂地盤・粘性土地盤のテ

ストピットにおける，載荷板を設置した深度におけ

る物理試験結果を示す. 

 
図-2.1  吉中が行った平板載荷試験概要図 

 

表–2.2  土木研究所資料 299 号における平板載荷

試験ケース一覧 

 

(a)砂質土 

ケース名 

S1-1 

載荷板径 Dm 

0.3 

深度 m

1.8 

S1-2 0.9 1.8 

S1-3 1.2 1.8 

S2-1 0.3 2.1 

S2-2 0.3 2.4 

S2-3 0.3 2.7 

S2-4 0.6 2.4 

S2-5 0.9 2.4 

S2-6 1.2 2.4 

 

(b)粘性土 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース名 

L1-1 

載荷板径 Dm 

0.3 

深度 m

1.8 

L1-2 0.9 1.8 

L1-3 1.2 1.8 

L2-1 0.3 2.1 

L2-2 0.3 2.4 

L2-3 0.3 2.7 

L2-4 0.6 2.4 

L2-5 0.9 2.4 

L2-6 1.2 2.4 
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表-2-3 砂質土・粘性土における各層の物理試験結

果 

(a)砂質土 

 第一ピット 第二ピット 

深度(m) 1.8 2.1 2.4 2.7 

湿 潤 密 度

（kg/m3） 

1.60×

10 3 

1.54×

103 

1.54×

103 

1.87×

103 

含水比(％) 111 126 135 121 

乾 燥 密 度

（kg/m3） 

0.622×

103 

0.566×

103 

0.544×

103 

0.612×

103 

 

(b)関東ローム 

 第一ピット 第二ピット 

深度(m) 1.8 2.1 2.4 2.7 

湿 潤 密 度

（kg/m3） 

1.31×

10 3 

1.26×

103 

1.30×

103 

1.35×

103 

含水比(％) 111 126 135 121 

乾 燥 密 度

（kg/m3） 

0.622×

103 

0.566×

103 

0.544×

103 

0.612×

103 

 

荷重は，手動ジャッキにて載荷された.また，最大

荷重に達するまでに 3～4 回の繰返し載荷行われて

いる.載荷は緩速法により行われ，各荷重段階におい

て，変位が一定に落ち着くまで荷重を保持し，変位

の増加が確認できなくなると，次の荷重段階に移行

する方法が採用されている.変位は，載荷板に取り付

けられた 3～4 個のゲージにより計測され，その平

均値を載荷板の変位としている.なお，用いられたゲ

ージは，1/100 mm 精度のダイヤルゲージである. 

 

2.2.2 平板載荷試験結果の整理 

 

次に，上記の平板載荷試験から変形係数を求める

方法について説明する.図–2.2 は，文献 1)における平

板載荷試験の結果得られた荷重・変位曲線の例を示

している.縦軸は載荷荷重を載荷面積で除した値 P 

kN/m2，横軸は変位 S cm である.前述のように，緩

速載荷法が用いられており，荷重・変位曲線として

は，各荷重レベルにおける最終値(変位が増加しなく

なった点) のみのデータのみが用いられている.そ

こで，以下では特に記述しない限り，荷重・変位曲

線とは荷重保持後のデータを指すものとして記述す

る. 

得られた荷重・変位曲線から地盤反力係数 kH を

評価する方法について説明する.まず，荷重・変位曲

線から地盤の変形係数 E を求める.そのために，得

られた荷重・変位曲線における降伏荷重 Py を求め

る.ここに，降伏荷重 Py は，図–2.2 に示すように，

荷重・変位曲線を対数表記表記して得られる logP - 

logS 関係の折れ点とした.そして，荷重が Py より

も小さい領域においては荷重・変位曲線が直線とみ

なせると判断し，この領域における荷重・変位関係

の勾配を地盤反力係数 kH としている.しかし，文献

1)や，後述する文献 2)では，具体的に荷重・変位曲線

のどの部分を直線部分としたのかは明らかにされて

いない.また，現行の道路橋示方書 5)では，平板載荷

試験から変形係数を求める場合には，荷重・変位曲

線における繰返し曲線から求めた変形係数の 1/2 と

しており，文献 1)における整理方法とは異なってお

り，整合が取れていない. 

平板載荷試験から求められる地盤の変形係数 E か

ら，地盤反力係数 kH を算出する方法について説明

する.変形係数と地盤反力係数の関係式としては，次

に示す Boussinesq の式が有名である. 

 

k =E / Ip(1  2)    (2.3) 
 

ここに，E は地盤の変形係数，Ip は載荷板の形状係数

(載荷面の形状が円形の場合は 0.79, 正方形の場合は

0.88)，μ はポアソン比である．前節で述べたように，

地盤反力係数は載荷板の形状や寸法によって異なるが，

Boussinesq の式では，形状係数 Ip を考慮することに

より，載荷板の形状の違いの影響を地盤反力係数に考

慮している.文献 1)においても，吉中が式(2.3) を用い

て，地盤反力係数の算出を試みている. 

 
図–2.2 文献 1)における荷重変位曲線例 

0 0.5 1
0

1

荷
重

 P
 (

kg
/c

m
2 )

変位 y (cm)

降伏荷重

kH = 5.5(kg/cm3) 
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一方，吉田らは，変形係数と地盤反力係数の関係

式として次式を用いている 2). 

 

kH30 = E0/0.3        (2.4) 

 

ここに，kH30 は直径 0.3 m の剛体円盤による平

板載荷試験の値に相当する地盤反力係数(kN/m3)，

E0 は地盤調査から得られる変形係数(kN/m2) であ

る.これは，直径 0.3 m の剛体円盤を剛体基礎とみ

なし，平板載荷試験により得られる荷重・変位関係

が線形とみなせる範囲においては，式(1.2)における

係数X を 1 とみなせるという仮定に基づいている.

そして，現行の道路橋示方書における式(2.1) は，

この吉田らの検討に基づいて定められている. 

 

2.2.3 換算載荷幅依存性(－3/4 乗則) 

 

次に，文献 1)における平板載荷試験に基いて行わ

れた換算載荷幅依存性の検討について述べる. 

地盤を弾性体であると仮定すれば，Boussinesq 

の計算式に示されるように地盤反力係数は載荷幅に

反比例する.しかし，現実には地盤は極微小な荷重状

態から非弾性挙動を示すために反比例則は成り立た

ない.そこで，過去多くの研究により地盤反力係数の

載荷幅依存性に関する指数則の検討が行われてき

た. 

吉田らは，前述の平板載荷試験結果から求められ

る地盤の変形係数と Boussinesq の式を用いて算出

される地盤反力係数について，平板載荷試験に用い

た載荷板の径の違いが地盤反力係数に与える影響を

調べている 2).吉中の検討は，直径 0.3 m の載荷板を

用いて得られた変形係数から算出される地盤反力係

数(kH30) を基準とし，それ以外の載荷板を用いて得

られた変形係数から算出される地盤反力係数(以下，

kHD とする) との比率(kHD / kH30 で以下，地盤反力

係数比と呼ぶ) が，載荷板の幅によってどのように

変化するかを，深度ごとに調べたものである．吉田

らの検討結果を図–2.3 に示す.縦軸は地盤反力係数

比であり，横軸は載荷板の幅 D を示している．こ

の図より，深度にかかわらず，地盤反力係数比は載

荷幅の-3/4 乗に比例することがわかる. 

 

 

図–2.3 地盤反力係数の載荷幅依存性 

 

2.2.4 基準となる地盤調査から求められる地盤反力

係数の推定式以上の検討に基づけば，基準となる 

以上の検討に基づけば、基準となる地盤調査法で

ある平板載荷試験を実施することにより，地盤反力

係数の算出が可能になる．すなわち，試験に用いる

平板載荷板の幅を D (m)，平板載荷試験により求め

られる地盤の変形係数を E (kN/m2) とすれば，地盤

反力係数は次式で求められる. 

 

kHD = kH30D / 0.3         (2.5) 

kH30 = E0 / 0.3          (2.6) 

 

2.3 プロセス 2：地盤調査の結果得られた変形係数を

プロセス 2 において用いる基準となる地盤の変

形係数に換算する手順 

 

前章で述べたように，地盤の変形係数は，その調

査方法によって値が異なる.一方，前節で明らかにし

たように，現行の推定式は平板載荷試験から求めら

れた変形係数を基準として定められている.本節で

は，さまざまな地盤調査法から求められた変形係数

と，前節に示した方法で求められる平板載荷試験に

よる変形係数の関係がどのような検討に基づいて定

められたのかを明らかにする. 

表–2.1 に示したように，道路橋示方書では，地盤

の変形係数を算出する方法として孔内水平載荷試験，

平板載荷試験，室内試験，標準貫入試験の 4 つの方

法を挙げている.そして，係数αを乗じることより，

それぞれの地盤調査方法により求められた変形係数

30 60 90 120

0.4

0.8

-3/4乗 (fitted)

k H
D
 / 

k H
3

0

D (cm)
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の違いを考慮している.これは，吉中および吉田らの

検討に基づいて定められている 1, 2). 

 

2.3.1 平板載荷試験から求めた変形係数と孔内水平

載荷試験から求めた変形係数の関係 

 

吉中は，文献 1)において，平板載荷試験を実施し

た地盤に対し，載荷板と同位置において孔内水平載

荷試験を実施している.以後，平板載荷試験から前述

の方法で求められる地盤の変形係数を Ep，孔内水平

載荷試験から求められる地盤の変形係数を Ec とす

る.なお，孔内水平載荷試験の主な試験方法としては，

プレシオメータ法と LLT 法があるが，吉中が用い

たのはプレシオメータ法である.そして，プレシオメ

ータ法により求められた変形係数と，LLT 法により

求められた変形係 数には，大きな差が無いことが

確認されている 12). 

表–2.4 に直径 0.3 m の載荷板を用いた場合の平

板載荷試験により求められる地盤の変形係数 Ep と，

直径 0.3 m の載荷板を用いた平板載荷試験と同位

置で行われた孔内水平載荷試験から求められる変形

係数 Ec，Ep と Ec の比率 Ep / Ec を示した.また，

図–2.4 に，平板載荷試験の載荷幅と Ep / Ec の関係

を示す.表–2.4，図–2.4 より，基準となる地盤の変

形係数を算出する方法である，平板載荷試験の載荷

板の幅が 0.3 m のときの Ep / Ec の値は，およそ 4 

程度であることがわかる. 

 

2.3.2 一軸圧縮試験・三軸圧縮試験から求めた変形係

数と孔内水平載荷試験から求めた 

変形係数の関係 

 

次に，一軸圧縮試験や三軸圧縮試験等の室内試験

により求められる変形係数 E50と，孔内水平載荷試

験から求められる変形係数 Ec の関係について説明

する.吉中，吉田らは，同一地盤で孔内水平載荷試験

と室内試験が実施されているデータを多数収集し，

両者の変形係数の関係を調べている 1, 2).図–2.5 に

その結果を示す.この図より，両者の関係はほぼ 1:1 

であることがわかる． 

 

表–2.4 直径 0.3 m の載荷板を用いた場合の平板載

荷試験から求められる変形係数 Ep と平板載荷試験

と同位置で行われた孔内水平載荷試験から求められ

る変形係数 Ec の関係 

地盤 深さ Ee(g/cm2) Ep(g/cm2) Ee / Ep

砂質

土 

1.8m 324 86.5 3.75 

 2.4m 382 93.5 4.1 

粘性

土 

1.8m 165 31.6 5.2 

 2.4m 188 48.8 3.85 

 

 

図–2.4 平板載荷試験から求められる変形係数 Ep 
と孔内水平載荷試験から求められる変形係

数 Ec の関係 

 

 
図–2.5 室内試験から求められる変形係数 E50 と孔

内水平載荷試験から求められる変形係数 Ec の関係 

 

2.3.3 N 値と孔内水平載荷試験から求められる変形

係数の関係 

 

次に，N 値と孔内水平載荷試験から求められる変

形係数の関係について説明する．これについては，

吉中が同一地盤で N 値の計測と，孔内水平載荷試

験の両方を実施しているデータを収集して両者の関

係を調べている.両者の関係を図–2.6 に示す.この図
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c
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より，Ec = 700N の関係にあることがわかる.そして，

すでに説明した，孔内水平載荷試験から求められる

変形係数 Ec と基準となる平板載荷試験による変形

係数 Ep の関係，Ep = 4Ec より，N 値と Ep の関係

は Ep = 4Ec = 4×700N= 2800N となる. 

ただし，文献 1)において吉中は，粘性土地盤のデ

ータが 3 件しかないこと，また，粘性土地盤の強度

特性を N 値から推定することは，その粘弾性的性

質から判断して適当でないことから，粘性土地盤に

ついては，変形係数を N 値から求めることは避け

るべきであると記述している.にもかかわらず，現在

の設計実務においては，N 値の計測の簡便さから，

粘性土についても E0 = 2800N の関係が準用されて

いるようである. 

 

 

図–2.6 N 値と孔内水平載荷試験から求められる変

形係数 Ec の関係 

 

2.4 プロセス 3：基礎を設計するため地盤反力係数

に換算する手順 

 

次に，上記の方法で求められた地盤反力係数を基

礎の設計に用いるものに換算する手順について説明

する．この手順には，次の二つの検討が必要になる．

ひとつは，着目する変位レベルに応じた地盤反力係

数に換算する手順である．もうひとつは，地震時の

地盤反力係数を求める方法である．本節では，現行

の推定式における上記二つの検討について説明する． 

 

2.4.1 ひずみ依存性(1/2 乗則) 

 

前章に述べたように，地盤反力係数は非線形性を

有しているため，着目する変位レベルに応じて異な

る．また，本章の最初に述べた，杭基礎設計便覧に

おいて許容変位を緩和する場合のように，場合によ

っては，基準変位レベル以外の変位レベルにおいて

も，地盤反力係数を求める必要がある．地盤反力係

数を載荷試験で得られた荷重・変位曲線から算出す

る場合は，荷重・変位曲線上の割線剛性を求めて算

出することができるが，地盤調査結果から求める場

合は，あるひとつの変位レベルにおける値しか得ら

れないため，この値を任意の変位レベルに変換する

必要がある． 

そのためには，変位レベルによって地盤反力係数が

どのように変化するかをあらかじめ調べておく要が

あり，今井が検討している 3, 4).式(2.2) における-1/2 

乗則は，この検討に基づいている.ここでは，今井の

検討結果を紹介する.今井は，杭の水平載荷試験を多

数収集・分析し，地盤反力係数が，杭の変位によっ

てどのように変化するかを調べている．すなわち，

図–2.7 に示すように，それぞれの杭の荷重・変位関

係の割線剛性から求められる地盤反力係数を，ひと

つの荷重・変位曲線に対して異なる変位レベルにつ

いて計算する．そして，基準変位量として 10mm を

設定し，基準変位量発生時の地盤反力係数を kH0 と

する．また，任意の変位 y が生じたときの地盤反力

係数を k0H とする．そして，k0H / kH0 と変位 y と

の関係を調べている．ここにいう杭の変位とは地盤

面における杭の変位である．検討結果を図–2.8 に示

す．縦軸は，任意の変位が生じたときの地盤反力係

数 k0Hと，基準変位量相当の変位が生じたときの地

盤反力係数(以下，kH0 とする) の比率(k0H / kH0) で

あり，横軸は杭の変位量である．この図より，地盤

反力係数は杭の変位の-1/2 乗に比例することがわ

かる． 

ただし，現行の杭基礎の設計法における基準変位

量は杭径の 1%であるのに対し，今井の検討におけ

る基準変位量は杭径にかかわらず 10 mm である．

したがって，基準となる kH0 も現行の設計法に従っ

て求められる値とは異なるため，現行の設計基準法

に従い，基準変位量を杭径の 1%として検討しなお

す必要がある． 

101 102
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2.4.2 地震時の地盤反力係数に関する検討 

 

地震時の地盤反力係数を算出する際には，表–2.1 

に示すように，係数の値を常時の 2 倍とすることと

されており，一般に地震時二倍則と呼ばれている．

地震時二倍則が成り立つ背景には，常時と地震時の

違いとは，すなわち荷重状態の違いであるという考

えがある 13)．つまり，除荷・再載荷を伴う荷重・変

位曲線において，常時は初期の処女曲線における状

態に相当し，除荷・再載荷をともなう地震時の荷重

状態は，繰返し曲線における状態に相当すると考え

ている(図–2.9 参照)．そして，前述の地盤反力係数

を算出する際に基準となる変形係数を算出する方法

である平板載荷試験においては，処女曲線と繰返し

曲線の勾配の比率が 1:2～1:4 程度であるとされて

いる 13)．つまり，地震時における地盤の変形係数は，

常時における地盤の変形係数に比べて 2–4 倍ほど

大きいとしている．そして，地震時における地盤の

変形係数は，常時における地盤の変形係数との比率

の最小値である 2 倍とすることとされた． 

 

図–2.7 ひずみ依存性の検討方法概念図 

 

図–2.8 地盤反力係数のひずみ依存性 3, 4) 

確かに，常時と地震時の荷重状態が異なり，この

違いを地盤反力係数に反映させる必要はあると考え

るが，その違いを処女勾配と繰返し勾配の比率とし

て考慮することは，若干疑問が残る．常時において

は，長期にわたって一定の荷重が作用することによ

り，クリープが生じる．一方，地震時は短時間に大

きな荷重が作用するため，クリープの影響は少ない．

本来は，このようなクリープの影響の有無を考慮し

た係数を設定すべきである． 

 

図–2.9 地震時二倍則の概念図 

 

3. 現行の推定式の推定精度の検証 

 

本節では，前章で示した地盤調査から地盤反力係

数を算出する推定式の予測精度を確認する．岡原ら

は，杭の水平載荷試験を分析し，荷重・変位曲線に

置いて杭頭変位量が杭径の 1%の時の割線勾配から

求められる地盤反力係数と，現行の推定式(2.1) に

より求められる地盤反力係数の比率を求め，その統

計量を提示している 8)．その結果，バイアスは 1.548，

変動係数は 96%程度であるとしており，現行の推定

式は決して推定精度が高くない．ただし，岡原らの

検証は地盤種別等の区別をしていないため，どのよ

うな条件の時に推定精度が悪いのかを評価すること

ができない．そこで，本章では，地盤種別・N 値等

の条件別に現行の推定式の推定精度を検証しなおし，

推定精度が悪くなる条件を明らかにする． 

 

3.1 検証方法 

 

検証方法は，岡原らの方法と同じである．すなわ

ち，杭の載荷試験を多数分析し，荷重・変位曲線か

kH0
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ら求められる地盤反力係数と，推定式により求めら

れる地盤反力係数の比率をとり，その統計量を求め

る．以降，荷重・変位曲線から求められる地盤反力

係数を逆算 kH，推定式から求められる地盤反力係数

を計算 kH と呼ぶ． 

3.1.1 逆算 kH の算出方法 

 

逆算 kH は，杭の載荷試験で得られた荷重・変位

曲線から求める．ただし，載荷試験によっては，十

分な荷重および変位レベルまで載荷されていないも

のもある．そこで，極力多くのデータについて検証

するために，上記のようなデータについては，荷重・

変位曲線を次に示すワイブル分布近似により近似し

た．なお，杭の荷重・変位曲線にワイブル曲線分布

を適用することの妥当性については，文献 14)を参照

されたい． 

 

R/Rw= 1/exp(d/d0 )                   (3.1)  

 

ここに，R：極限支持力，Rw： ワイブル曲線により

推定した極限支持力，d：変位，d0：ワイブル曲線

により推定した弾性限界変位である． 

検証に用いる載荷試験データは，土木研究所が有

する載荷試験データベースに登録されているものか

ら以下の条件を有するものを選定した． 

1. 地盤面から載荷点の高さが杭径以下であること 

2. 杭径の 2%以上の変位まで載荷されていること 

3. ワイブルフィッティングによって得られた弾性

限界点の荷重Rw の1.2 倍以上の荷重が載荷されて

いること 

4. 1.2Rw の荷重が載荷されている状態において，杭

体に発生する断面力を林-Chang の方法を用いて計

算し，杭体が降伏していないと判断されること 

5. 地盤データ(土層構成，N 値) が存在し，N 値が

ゼロでないこと 

6. H18 年度版杭基礎設計便覧に記載されている工

法であること 

7. 荷重保持が行われていること 

一つ目の条件については，データを整理するに当

たってモーメント外力の影響を極力小さくするため

に定めた．二つ目，三つ目の条件については，ワイ

ブル分布曲線式による近似精度をある程度大きな変

位レベルまで確保するために定めた．四つ目の条件

は，地盤の物性評価に基づく検討を行うため，荷重・

変位曲線で得られた降伏点が杭体の降伏によるもの

ではないことを確認するために定めた．五つ目の条

件は，計算 kH を算出する際に必要な地盤物性であ

る N 値が計測されている必要があるとともに，地

盤種別・N 値によって条件を区分して整理するため

に定めた．さらに，六つ目の条件は，現行の基準に

おいてその性能が確認されている杭工法に限定する

ことにより，想定しない何らかの不具合によりデー

タが混乱することを避けるために定めた．また，杭

の載荷試験は一般的に荷重保持が行われているもの

が多いが，今回収集したデータの中には荷重保持の

行われていないものもあった．荷重保持が行われて

いる場合は，荷重保持の間に変位が増加し，クリー

プが試験結果に影響する一方で，荷重保持をしない

場合はクリープの影響が少ない．このように，両者

の条件は異なり，同一の評価ができないため，本文

では荷重保持の行われているもののみを選定した．

そして，荷重・変位曲線は，荷重保持後のデータを

用いて整理した． 

得られた荷重・変位曲線から逆算 kH を算出する

方法は，次の通りである．まず，杭径の i %の変位

が生じたときの割線剛性 Ki を求める．割線剛性は，

載荷点における荷重P (kN) / 水平変位 d(mm) であ

る．i は着目する変位レベルを指し，本文では，1%, 

2%, 3.5%とした．杭径の 1%は現行道示の基準変位

量，2%は常時の水平変位の制限値，3.5%はレベル 1 

地震時の水平変位の制限値である．ただし，一部の

データについては，杭径の 3.5%まで載荷されていな

かったため，2%の検討結果までしか示していない．

そして，次に示す林-Chang の式に代入し，杭の特

性長を計算する． 

Ki =3EIβ3 / (1 + βh) 3 + 0.5            (3.2) 

 

ここに，EI は杭体の曲げ剛性，h は杭の突出長であ
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る．そして，式(3.2) より求められたを次式 

に代入し，逆算 kH を得る． 

kH = 4EIβ4 / D                       (3.3) 

 

3.1.2 計算 kH の算出方法 

 

計算 kH は，式(2.1) により求める．変形係数の算

出方法は，N 値によった．これは，N 値のデータ

がもっとも多い一方で，平板載荷試験や孔内水平載

荷試験，室内試験が実施されているデータが非常に

少なかったこと，推定式の実力を調べるためには，

変形係数の算出方法をデータ間で統一しておく必要

があること，変形係数の算出方法の中では N 値か

ら推定する方法が最も精度が悪いと想定されるため，

推定式の実力を確認するために適していることによ

る．一般に，地盤は単層ではなく，複数の土層から

なる互層である．そこで，計算 kH の算出に用いる

N 値は，ある深さまでの N 値の平均値とした．以

降，この N 値の平均値を平均 N 値と呼ぶ．平均 N 

値を算出する深さの設定は，次のように行った．杭

基礎の設計においては，杭頭から 1/β 以浅の地盤が

大きく影響する．検討対象とするデータを調べた結

果，1/βは，杭径の 4 倍から 6 倍程度であることが

わかった．そこで，まず，杭の水平挙動には杭頭か

ら 1/β 以浅の地盤が大きく影響することを考慮し，

杭径の 2D, 3D, 4D, 6D の範囲の地盤の N 値の平

均値を平均 N 値とし，検討した．しかし，それぞ

れの範囲の平均 N 値を調べた結果，平均 N 値を求

める範囲を 2D とした場合と 3D とした場合では，

平均 N 値に優位な差は見られなかった．そこで，

以降では，2D, 4D, 6D の場合について報告する．

なお，係数は常時の値を用いた． 

 

3.2 検証結果 

 

検証結果を表–3.1 に示す．検証は，土質と N 値

の大きさ(N ≤ 5 or N ≥5) により区別して行った．な

お，土質は，平均 N 値を求めた範囲において最も層

厚の大きい土層の土質とした． 

表–3.1 に示すように，N 値≥5 の砂質土について

は，平均 N 値のとり方や着目する変位レベルにか

かわらず，変動係数は 50–60%程度であり，バイア

スはおよそ 1.0 程度である．一方，N 値≤ 5 の砂質

土について見てみると，変動係数は 20–50%程度で

あり，N ≥ 5 の場合よりも若干ばらつきが少ない．

ただし，これはデータ数が N ≥ 5 の場合よりも少な

いためである可能性がある．一方，バイアスについ

て見てみると， N ≤ 5 の場合は，2–3 程度となっ

ており，N ≥ 5 の場合と比べて計算 kH は逆算 kH を

過小評価している．粘性土についてみてみると，N ≥ 

5 の場合はデータ数が少なく，十分な考察ができな

い．一方，N ≤ 5 の場合は，変位レベル，平均 N 値

のとり方にかかわらず，変動係数が 80–130%程度と

非常にばらつきが大きい．また，平均値は 0.2–0.4 程

度であり，計算 kH は逆算 kH を過大評価している． 

このように，N < 5 の領域においては，地盤種別

の違いにかかわらず，推定精度が低い．これは，N 値

が小さい場合はその値そのものの計測精度が非常に

悪いということを示しており，そのような地盤につ

いては平板載荷試験や孔内水平載荷試験等，標準貫

入試験以外の試験法により変形係数を求めるのがよ

いと考えられる．また，粘性土については，N 値の

大きさにかかわらず，推定精度が著しく悪い．これ

は，砂質土と同様に N 値が小さい場合には，N 値

の計測精度に問題があることにくわえ，前章で述べ

たように，本来，粘性土層については N 値から変

形係数を算出するのは望ましくないためであると考

えられる． 

 

4. 現行の推定式の根拠の見直し 

 

2 章における検討で，現行の推定式が有する，現

行設計法との乖離点を明確にした．そして，3 章の

検証において，現行の推定式における改善の余地を

明らかにした．本章では，これらの結果に基づいて，

現行の推定式を見直し，現行の推定式が有する課題

を解決する． 
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表–3.1 現行の推定式の推定精度 

(a) 2D の範囲の平均 N 値を用いた場合 

土質 
 平均 N ≥ 5 平均 N ≤ 5 

着目ひずみ 1％ 2％ 3.5％ 1％ 2％ 3.5％ 

砂土質 データ数 17 17 13 7 7 6 

平均値 1.016 1.028 1.135 2.871 2.705 2.506 

変動係数 0.606 0.626 0.610 0.414 0.382 0.449 

粘性土 データ数 3 3 3 11 11 10 

平均値 0.716 0.714 0.731 7.390 6.675 5.541 

変動係数 0.606 0.626 0.610 0.414 0.382 0.449 

 

(b) 4D の範囲の平均 N 値を用いた場合 

土質 
 平均 N ≥ 5 平均 N ≤ 5 

着目ひずみ 1％ 2％ 3.5％ 1％ 2％ 3.5％ 

砂土質 データ数 17 17 13 7 7 6 

平均値 0.878 0.906 1.005 2.501 2.278 2.019 

変動係数 0.545 0.574 0.620 0.147 0.191 0.282 

粘性土 データ数 0 0 0 14 14 13 

平均値 - - - 4.483 4.108 3.101 

変動係数 - - - 0.905 0.839 0.680 

 

 

土質 
 平均 N ≥ 5 平均 N ≤ 5 

着目ひずみ 1％ 2％ 3.5％ 1％ 2％ 3.5％ 

砂土質 データ数 17 17 13 7 7 6 

平均値 0.871 0.854 0.889 2.138 2.171 2.070 

変動係数 0.545 0.504 0.482 0.296 0.313 0.359 

粘性土 データ数 2 2 2 13 13 12 

平均値 1.0090 0.987 0.978 4.283 3.898 3.475 

変動係数 0.104 0.124 0.201 0.834 0.789 0.782 
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4.1 載荷幅依存性の見直し 

 

まず，載荷幅依存性の指数則について再検討する．

2 章で述べたように，現行の推定式は，平板      

載荷試験の荷重・変位曲線における初期の直線と思

われる部分から求められる変形係数に基づいて   

定められたものである．しかし，表–2.1 に示したよ

うに，現行の道路橋示方書では，平板載荷試       

験から変形係数を求める場合には，繰返し曲線から

求めた変形係数の 1/2 としている．ここでは，     

現行の道路橋示方書の定義に従って吉中の実験結果

1)に加え，文献 15, 16, 17)に記載されている平板      

載荷試験のデータ，および土木研究所所有の載荷試

験データベースに含まれる平板載荷試験の結     

果について整理しなおした．文献 15, 16, 17)およびデー

タベースに含まれる平板載荷試験は，同一の      

地盤に対し，異なる載荷幅の載荷板を用いて行われ

たものである．ただし，文献 15, 16, 17)のデータ       

については，計測結果の数値データが無かったので，

文献に記載された図面から値を読み取った．なお，

吉中の実験は水平方向の平板載荷試験であり，文献

15, 16, 17)およびデータベースのデータは，鉛直方向の

試験である．現行の道路橋示方書では，鉛直・水平

にかかわらず両者で同一の式が用いられていること

から，ここでも，鉛直と水平を区別せずに取り扱う

こととする． 

繰返し曲線としては，図–4.1 に示すように，除荷

勾配と再載荷勾配の二つが考えられる．そこで，本

文では，両者について検討した．ここで，除荷勾配

と再載荷勾配は次のように定義した． 

 

除荷勾配 除荷勾配は，除荷開始点と除荷完了点の

勾配とする．除荷開始点は，荷重・変位曲線に

おいて，着目している時刻の次時刻の荷重が着

目している時刻の荷重よりも減少するとき，着

目する時刻のデータとする．除荷完了点は，除

荷がほぼ終了した段階で，着目している時刻の

次時刻の荷重が着目している荷重よりも増加

したとき，着目している時刻のデータとする． 

再載荷勾配 再載荷勾配は，再載荷開始点と再載荷

完了点の勾配とする．再載荷開始点は除荷完了

同一である．再載荷完了点は，再載荷曲線上に

おいて，荷重が除荷開始点と同じかそれ以上に

なった点とする． 

 

上記の検討は，地盤種別ごとに行った．ただし，

文献 17)における軟岩のデータについては，文献に記

載された図面からは，除荷開始点と再載荷完了点が

区別できなかったため，除荷勾配と再載荷勾配の区

別はしていない． 

 

 

図–4.1 除荷勾配・再載荷勾配の概念図 

 

表–4.1 再荷幅依存性の指数則の検討結果 

 砂質土 粘性土 スコリア 軟岩 

除荷勾

配 
-0.89 -1.00 -0.65 

-0.73 
再載荷

勾配 
-0.83 -1.00 -0.48 

 

図–4.2，表–4.1 に検討結果を示す．それぞれの土

質ごとに変形係数の算出方法の違いによる指数値の

違いを見てみると，除荷勾配の場合と再載荷勾配の

場合で大きな差は無い．次に，土質の違いによる指

数値の違いについて見てみると，粘性土が最も大き

く，砂質土，軟岩，スコリアの順に小さくなってい
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る．土質ごとに指数値を変化させることも考えられ

るが，全体の平均値はおよそ3/4 程度であることか

ら，本文では土質区分にかかわらず，従来の3/4 と

してよいと考える．一方，1 章に述べたように，地

盤反力係数はひずみに依存することが明らかになっ

ており，近年では，再荷幅依存性についても，ひず

みレベルを考慮した検討が行われている 18, 19)．今

後は，このようなひずみレベルを考慮した方法につ

いても検討を進めていく必要があると考える． 

 
 (i) 除荷勾配を用いた場合の載荷幅依存性 

  

 

(ii) 再載荷勾配を用いた場合の載荷幅依存性 

(a) 粘性土，砂質土，スコリアに対する換算載荷幅の見

直し結果 

 

 

(b) 軟岩に対する換算載荷幅の見直し結果 

図–4.2  載荷幅依存性の再検討結果 

 

 

4.2 各試験法から求められる変形係数同士の関係の

見直し 

 

4.2.1 平板載荷試験により求められる変形係数 Ep 

  変形係数 Ec の関係の見直し 

 

前節で平板載荷試験により求められる変形係数

Ep を評価しなおしたことにより，孔内水平載荷試

験から求められる変形係数 Ec と Ep の比率(1:4) の

関係を見直す必要がある． 

本文では，図–2.4 に示した吉田らの方法と同様の

方法により，Ec - Ep 関係を見直すことにした．すな

わち，Ep の値は前節に述べた除荷勾配もしくは再

載荷勾配から求められる値とした．ただし，Ec - Ep 

関係を検討するためには，平板載荷試験と同位置で

孔内水平載荷試験を実施している必要がある．文献

15, 16, 17)およびデータベースに収録されているものは

孔内水平載荷試験が実施されていなかったため，検

討対象から除外し，文献 1)のみのデータを用いた．

表–2.2 に示したように，文献 1)における平板載荷実

験は，複数の深度で実施されている．深度が異なる

と，地盤の物性が異なると考えられるため，本文で

は，表–2.2 に示したデータのうち，関東ロームと砂

質土のそれぞれについて，深度 1.8 m と深度 2.4 m

のデータを用いて検討した．孔内水平載荷試験の値

は，文献 2)に記載されている値を用いた． 

Ep-Ec 関係を整理すると，図–4.3 のようになる．

吉田らと同様に，載荷幅= 0.3 m のときの Ep/Ec の

値に着目すると，表–4.2 に示す値が得られる．なお，

表–4.2 には参考として吉田らの検討結果も合わせ

て示している．これより，平板載荷試験の結果から

変形係数を求める際に，除荷勾配を用いる場合と再

載荷勾配を用いる場合とでは，Ep/Ec 関係に大きな

差はなく，ほぼ 6 程度である．また，砂質土と粘性

土の違いによる Ep/Ec 関係の違いも大きくはない．

以上より，地盤種別の違いにかかわらず，Ep/Ec の

値は 6 とする． 
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(a) 除荷勾配を用いた場合 

 
(b) 再載荷勾配を用いた場合 

図–4.3 平板載荷試験において載荷幅 0.3 m の載荷

板を用いた場合の Ep/Ec 

 

 

表–4.2 平板載荷試験において載荷幅 0.3 m の載荷

板を用いた場合の Ep/Ec 

 
再載荷勾配 除荷勾配 吉田らの検討

結果 2) 

砂質土 5.5 6.6 3.9 

粘性土 6.6 6.4 4.5 

 

4.2.2 N 値と孔内水平載荷試験から得られる変形係

数 Ec の関係 

 

図–2.6 で見たように，孔内水平載荷試験から得ら

れる変形係数 Ec と N 値との相関式(Ec = 700N)は，

粘性土については検討対象となったデータが少ない

ため，適用を控えるべきであるとされている．そこ

で，筆者らは，土木研究所が所有する地盤調査デー

タベースより同一箇所において孔内水平載荷試験と

標準貫入試験が実施されているデータを選定・分析

し，孔内水平載荷試験から求められる変形係数 Ec 

と N 値との関係を見直した．                         

標準貫入試験の方法は，手動落下法と自由落下法

がある．現在では，ほとんどが自由落下法が 採用

されているが，今回検討に用いたデータのうち，特

に昔に実施された試験においては，手動落下法が採

用されていたものもあった．一方，道路橋示方書 IV

編では，手動落下法はその計測誤差が大きいため，

自由落下法を推奨している．そこで，本文では，自

由落下法により計測されたデータのみを採用した．

なお，本文で示す N 値のうち，50 以上の値につい

ては換算 N 値である． 

検討対象とした土質は，砂質土，粘性土，砂礫土

および岩である．砂質土，粘性土については， N 値

の小さい地盤の場合は N 値そのものの計測精度が

悪いと考えられるため，1<N<5 の場合，N≧5 の

場合，N 値による区分を行わない場合に分けて整理

した．礫質土や岩については，全てのデータが N 5 

であった．また，地盤の堆積年代の違い(沖積土と洪

積土) の違いについても検討した． 

データベースの中には，明らかに異常値とみなせ

るデータも存在する．本文では，次のような条件に

当てはまる場合は，該当データが異常値であると判

断し，検討対象から除外した．礫質土や岩に対して

標準貫入試験を行う場合は，局部的に礫や岩をたた

くことにより N 値が増加することがある．本文で

は 50 回の貫入量が 10 mm 以下の場合は礫や岩を

たたいたと判断し，検討対象から除外した．粘性土

については，N 値が 4,7,10 の地盤において，孔内

水平載荷試験から求められる変形係数の値が，N 値

が4–10 程度の平均的な値より1 オーダー大きいも

のが存在したので，これらは異常値として検討対象

から除外した． 

結果を表–4.4 に示す． 
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表–4.3 標準貫入試験から求められるN 値と孔内水

平載荷試験から求められる Ec の関係 

地質

区分 

堆積

年代 

N 値 相関式

(Ec=) 

|R| サンプ

ル数 

砂 質

土 

沖積 N<5 680N - 12 

N≧5 618N 0.69 32 

区別なし 529N 0.53 44 

洪積 N<5 - - 1 

N≧5 667N 0.67 58 

区別なし 667N 0.67 59 

区別

なし 

N<5 716N - 13 

N≧5 657N 0.73 90 

区別なし 657N 0.76 103 

粘 性

土 

沖積 N<5 780N - 37 

N≧5 510N 0.29 17 

区別なし 550N 0.29 54 

洪積 N<5 2807N - 30 

N≧5 1612N 0.39 45 

区別なし 1676N 0.32 75 

区別

なし 

N<5 1623N - 72 

N≧5 1315N 0.29 57 

区別なし 1351N 0.40 129 

礫質土 沖積 382N 0.79 19 

洪積 486N 0.79 54 

区別なし 536N 0.55 73 

岩 2162N 0.20 151 

粘質土＋砂質土 709N  232 

粘質土＋砂質土＋礫質土 519N  305 

粘質土＋砂質土＋礫質土＋

岩 

2024N  456 

 

分析結果について考察する．N 値の大きさの違い

が相関関係に与える影響をみてみると，砂質・洪積

土の場合はデータがひとつしかないために評価でき

ないが，砂質・沖積土の場合や砂質土の堆積年代に

よる土質区分をしない場合は N < 5 の場合は N>5 

の場合よりも大きな値が得られている．粘性土につ

いても，沖積粘性土の場合，洪積粘性土の場合，堆

積年代による土質区分をしない場合において，同様

の傾向が見られている．また，土質区分や堆積年代

による区分にかかわらず，N≧5 のデータの相関係

数は全て正になっている一方で，N < 5 のデータの

相関係数は全て負になっている．これより，N < 5 の

データは，N≧5 のデータに比べて相関関係が悪い

ことが明らかになった．また，堆積年代の違いが相

関関係に与える影響を見てみると，砂質土・粘性土

のいずれの場合にも，Ec / N 値の値は沖積土よりも

洪積土のほうが大きい．その一方で，相関係数につ

いてみてみると，土質区分が同じであれば，地質年

代の違いによる相関係数の違いは小さい．次に，土

質区分ごとに分析結果を考察する．まず，砂質土の

検討結果について考察する．N < 5 の場合について

見てみると，データのほとんどは沖積砂質土であり，

洪積砂質土は 1 ケースのみであった．相関式につい

て見てみると，沖積砂質土の場合は Ec = 680N，堆

積年代の区分による分類をしない場合は Ec = 720N 

程度であり，堆積年代にかかわらず，ほぼ同程度の

相関式が得られた．ただし，土質区分による分類を

しない場合の相関式については，洪積砂質土の N < 

5 のデータがひとつしかないためほとんどは沖積

砂質土のデータある．一方，N  5 のデータについ

て見てみると，相関式は，沖積砂質土の場合は Ec = 

620N，洪積砂質土の場合および堆積年代による区分

をしない場合は Ec = 660N 程度であり，N < 5 の場

合と同様に，体積年代の違いにかかわらず，ほぼ同

程度の相関式が得られた．また，相関係数は 0.45–

0.55 程度であり，今回の検討結果の中では比較的良

好な相関関係にあることが確認された．N 値による

区分をしない場合は地質年代の違いにかかわらず，

N  5 のデータに近い値となり，沖積砂質土で Ec = 

620N，N>5 の洪積砂質土，堆積年代による区分を

しない場合では Ec = 660N 程度であった．また，相

関係数も 0.45–0.60 程度と高い値となった．以上よ

り，N  5 の砂質土については，堆積年代の違いに

より相関式および相関係数が大きく変化しないこと

から，堆積年代による区分をせず，一律 Ec = 650N 

と近似してよいと考える．また，N < 5 の場合にお
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いては Ec = 650N とは別の相関式を提案すること

も考えられるが，そもそも N < 5 の範囲においては

相関性が悪いこと，N < 5 の範囲における相関式が

Ec = 700N 程度であり，N  5 の範囲の相関式と大

きな違いが無いこと，N 値の区分をしない場合にお

いても Ec=650N で近似できることから，N < 5 の

範囲においても Ec = 650N と近似しても問題ない

と考える．ただし，N < 5 の場合には相関が悪いこ

とから，標準貫入試験の結果，N 値が 5 未満の地

盤については，別途，標準貫入試験以外の調査を行

い，地盤の変形係数を求めるのが望ましい． 

次に，粘性土について考察する．本小節の冒頭に

示したように，N < 5 の場合には相関が悪い．一方，

N>5 の場合や，N 値による区分をしない場合でも，

相関係数は 0.08–0.16 程度であり，砂質土と比べる

と粘性土は N 値と Ec の相関関係が総じて悪いこ

とが伺える．次に，堆積年代の違いが Ec - N 値関係

に与える影響について見てみると，洪積粘性土にお

ける Ec / N 値の値は，沖積粘性土の Ec / N 値の値

に比べて 3–4 倍程度の値が得られており，砂質土に

比べて堆積年代の違いが 変形係数に与える影響が

非常に大きいことがわかる．以上より，粘性土につ

いては，地盤の変形係数を標準貫入試験から求める

のは避けるべきであり，その他の適切な地盤調査結

果に基づいて評価すべきである．ただし，止むを得

ない場合，または参考値として標準貫入試験による

N 値から地盤の変形係数を求める場合には，その値

の予測精度が極めて悪いことを認識した上で， 

・粘性土の kH を算出するのは，深い基礎の杭頭等

の比較的浅い位置であること 

・そのような地盤の粘性土は沖積層で比較的 N 値が

小さいこと 

を考慮し、N<5 の沖積粘性土地盤の結果から，Ec = 

700N と近似してよいと考える．これは，一般的に

杭基礎の挙動に支配的となる表層地盤は沖積土であ

ることを考慮して提案するものである．また，N < 5 

の粘性土地盤については，そもそも粘性土地盤の予

測精度自体が悪い上に，N 値の計測誤差が大きい N 

< 5 の範囲においては，地盤の変形係数の推定に標

準貫入試験を適用することは不可能であると考え，

N 値- Ec 関係の近似式を検討しないことにした． 

 

表 4-4  孔内水平載荷試験から求められる変形

係数 Ecと N 値との関係近似式 

 

地盤種別 提案する近似式 

砂質土 Ec＝650N 

粘性土 Ec＝700N 

礫質土 Ec＝450N 

岩(参考値) Ec＝2300N 

次に，礫質土について考察する．礫質土は全ての

データが N  5 であった．堆積年代の違いが Ec - N 

値関係に与える影響について見てみると，沖積礫質

土の場合は Ec = 380N 程度，洪積礫質土および堆

積年代による区分をしない場合の場合はEc = 480N 

程度であった．また，いずれも相関係数は 0.6 以上

であり，非常に良好な相関関係にあるといえる．以

上より，礫質土については，Ec = 450N と近似して

よいと考える． 

最後に，岩について考察する．図–2.4 に示したよ

うに，現行の推定式である Ec = 700N の検討が行

われたデータの中には，岩は含まれていない．設計

実務においては，岩の変形係数を標準貫入試験から

算出することはほとんどないと思われるが，今回，

岩のデータも収集・分析したので，参考値として検

討する．収集した岩のデータは当然ながら全て N>5 

であった．データ分析の結果，Ec / N 値の値は約

2300 となり，非常に大きな値が得られた．一方，

相関関係は 0.134 と悪い．以上より，地盤種別ごと

の Ec - N 値の近似式を表–4.4 のように提案する． 

 

4.2.3  孔内水平載荷試験から求められる変形係数

Ec と室内試験から求められる変形係数 E50 の関係 

現行の設計法では，孔内水平載荷試験から求めら

れる変形係数 Ec と，一軸圧縮試験・三軸圧縮試験

などの室内土質試験から求められる変形係数 E50 

は，ほぼ同程度の値であることが示されている．た

だし，そのデータ数は少なく，特に砂質土は検討対



ひずみレベルに着目した地盤水平抵抗の評価に関する研究 

 

 20

象とした供試体の変形係数が 3000–4000kN/m2 の

範囲のみであり，信頼性に乏しいデータとなってい

る．そこで，本文では，土木研究所所有の地盤調査

データベースを用いて，データ数を増やして検討し

た．結果を表–4.5 に示す．砂質土について見てみる

と，E50 / Ecの値は，沖積砂質土で 1.00，洪積砂質

土で 0.5 程度，堆積年代による区分をしない場合で

は 0.90 程度であった．洪積砂質土の値が小さいの

は，データが 6 件しかないことも影響していると考

えられる．以上の結果より，砂質土については，E50

と Ec の比率は 1.00 程度であると思われる．粘性土

について見てみると，E50 / Ec の値は，沖積粘性土

でおよそ 2.15 程度，洪積粘性土で 0.85 程度であり，

砂質土に比べると，堆積年代の違いが E50 / Ec の値

に与える影響が大きいことがわかる．また，堆積年

代による区分をしない場合は，E50 / Ec の値は 0.87 

となり，砂と同様にほぼ 1.00 に近い値となった．

以上より，粘性土については，E50 = Ec を提案す

る．岩については，E50 / Ec の値が 1.7 程度であっ

た．近似式としては，この結果を丸めて E50 = 1.5Ec 

を提案する． 

なお，いずれの地盤についても，|R|値は極めて

低く，0.1~0.2 程度となった。以上の検討より，孔

内水平載荷試験から求められる変形係数 Ec と，室

内試験から求められる変形係数 E50 の相関関係は，

決して高くはないことが明らかになった．特に砂質

土や岩については Ec と Eb の相関関係が低く，精

度よく地盤反力係数を算出するためには，室内試験

を実施するよりも，原位置にて平板載荷試験や孔内

水平載荷試験を実施するのがよいと考えられる．上

記で提案した，室内試験から求められる変形係数

E50 と孔内水平載荷試験から求められる変形係数

Ec の近似式を，表–4.6 にまとめる．表–4.6 には，

本節の最初に検討した，孔内水平載荷試験から求め

られる地盤の変形係数 Ec と，平板載荷試験から求

められる地盤の変形係数 Ep の関係式(Ep = 6Ec) を

用いて得られる，Ep と Eb の関係もあわせて示す． 

 

表–4.5 孔内水平載荷試験から求められる変形係数

Ec と室内試験から求められる変形係数 E50 の関係

の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表–4.6 孔内水平載荷試験から求められる変形係数Ec 
と室内試験から求められる変形係数E50の 

近似式 

 

地 盤 種

別 

提案する近

似式 

平板載荷試験から求められ

る変形数 Epと Ebの関係 

砂質土 Eb = Ec Ep = 6 Eb 

粘性土 Eb = Ec Ep = 6 Eb 

岩 Eb = 1.5 Ec Ep = 4Eb 

 

地盤 データ

数 

最小二乗近

似結果 

砂

質

土

沖積 52 Eb=1.00Ec 
洪積 6 Eb=0.48Ec 

堆積年代によ

る区分なし 
58 

Eb=0.89Ec 

粘

性

土

沖積 281 Eb=2.14Ec 

洪積 90 Eb=0.84Ec 

堆積年代によ

る区分なし 
371 

Eb=0.88Ec 

岩  123 Eb=1.73Ec 
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4.3 ひずみ依存性の見直し 

 

次に，ひずみ依存性の指数則-1/2 について再検討する．

2 章で述べたように，-1/2 の値の根拠は今井の検討によ

るものである．しかし，今井の検討では，基準変位量と

して1 cm が用いられており，現行の設計法における杭

径の 1%ではない．そこで，本節では，新たに載荷試験

データを分析しなおし，杭径の 1%を基準変位量とした

場合に，ひずみ依存性の指数則がどのように変化するか

を検討した． 

検討の方法は次に示すとおりである．まず，載荷試験

で得られた荷重・変位曲線において，杭径の 1%の変位

が発生した点における地盤反力係数を求める．次に，基

準変位量以外の変位レベルにおける地盤反力係数を算出

する．本文では，常時の水平変位の制限値である杭径の

2%，地震時の水平変位の制限値である杭径の 3.5%のほ

か，参考として杭径の0.5%, 1.5%, 2.5%, 3.0%の変位レ

ベルについて検討した．なお，検討に用いた載荷試験デ

ータは，3 章で述べた現行の推定式の推定精度の検証に

用いたデータのうち，杭径の3.5%以上まで載荷されたと

ものであり，また，各変位レベルにおける地盤反力係数

の求め方は，現行の推定式の推定精度の検証時に，逆算

kH を求めた方法と同じである．そして，着目する変位レ

ベルにより，地盤反力係数がどの程度変化するかを地盤

種別ごとに調べ，次式に示す指数x の値を求めた． 

k’H / k H0={(y/D)/(y0/D)-1/2                        (4.1) 

ここに，k0H は着目する変位レベル発生時における地

盤反力係数，kH0 は基準変位レベル発生時における地盤

反力係数，y は着目する変位(=0.005D, 0.015D, 0.02D, 

0.025D, 0.030D, 0.035D)，y0 は基準変位(= 0.01D) であ

る． 

検討の結果を図–4.4，表–4.7 に示す．着目する変位レ

ベルの大きさにかかわらず，最小二乗近似した結果はほ

ぼ-1/2 に近い値となった．常時の水平変位の制限値であ

る杭径の2%の変位が生じている場合のx の平均値はお

よそ-0.5，地震時の水平変位の制限値である3.5%の場合

のx の平均値はおよそ0.55 である．さらに，地盤種別

による違いも見られない．以上より，ひずみ依存性の指

数の値は，現行通り-1/2 が適切であると考える． 

 

図–4.4 ひずみ依存性の指数則の検討結果 

 

 

表–4.7 ひずみ依存性の指数則の検討結果 

 

土質 着目ひずみ 

  2％ 3.5％ 

砂質土 データn 18 18 

 平均値μ -0.59 -0.522 

 標準偏差

σ 

0.140 0.143 

 変動係数 0.265 0.258 

粘性土 データn 15 15 

 平均値μ -0.465 -0.524 

 標準偏差

σ 

0.254 0.206 

 変動係数 0.546 0.394 

土質区分無

し 

データn 33 15 

 平均値μ -0.509 -0.539 
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 標準偏差

σ 

0.199 0.172 

 変動係数 0.399 0.319 

 

4.4 新しい推定式の提案 

 

本章の結果より，載荷幅依存性の指数則およびひずみ

依存性の指数則については，従来どおり-3/4，-1/2 が妥

当であることが確認された．また，平板載荷試験から求

められる変形係数 Ep と，孔内水平載荷試験から求めら

れる変形係数Ec の関係は，Ep = 6Ec であることが確認

された．さらに，N 値と孔内水平載荷試験から求められ

る変形係数 Ec の関係は，砂質土については 650N，粘

性土については500N であることが確認された．ここま

での検討結果をまとめ，地盤反力係数を地盤調査結果か

ら求める場合の推定式として，次式を提案する． 

kH = a kH0 (BH / 0.3)-3/4                                 (4.2) 

 

kH0 = bHkH00
                                                 (4.3) 

 

kH00 =E00 / 0.3                                          (4.4) 

 

k’H = kH (y/D/ y0/D)-1/2                                (4.5) 

ここに， 

kH：基準変位量における水平方向の地盤反力係数． 

a：基礎の荷重状態を考慮するための補正係数で，常時= 

1，地震時= 2 とする． 

kH0：換算載荷幅0.3 m の基礎の，基準変位レベル時の

水平方向地盤反力係数で，式(4.3) により求める． 

BH ：換算載荷幅． 

kH00：直径 0.3 m の剛体円盤水平載荷試験における荷

重・変位曲線の繰返し曲線から得られる水平  方向地盤

反力係数で，式(4.4) により求める． 

bH：地盤調査結果から求められる地盤反力係数を，基礎

の載荷試験から求められる地盤反力係数に 換算するた

めの補正係数． 

E00 ：直径0.3 m の剛体円盤による平板載荷試験におけ

る荷重・変位曲線の繰返し曲線から得られる地盤の変形

係数．平板載荷試験以外の地盤調査から求める場合は，

表–4.8 により換算する． 

k’0H：基礎に生じる変位レベルを考慮した地盤反力係数． 

y：基礎に生じると想定される地盤面位置での変位． 

y0：基準変位量で杭径の1%． 

D ：杭径． 

である． 

 

表–4.8 平板載荷試験以外の地盤調査方法で得られた

変形係数をE00 に換算する方法 

 

 

ここで，補正係数 a は，従来の地震時二倍則を考慮す

る係数である．現行の推定式では，地盤の変形係数に乗

じられていたが，提案式では，地盤反力係数そのものに

乗じることとした．これは，以下のような理由による．

常時と地震時における地盤の状態の違いとしては，クリ

ープの影響が考えられる．すなわち，常時ではクリープ

の影響が顕著になる一方で，地震時の場合にはクリープ

の影響が小さく，代わって短時間に連続的に荷重が漸増

する影響が顕著になる．地盤反力係数の算出においては，

本節で後述するように，杭の水平載荷試験との整合をと

ることにより定められている．本文で検討した載荷試験

結果を含め，杭の水平載荷試験は荷重保持がなされる場

合が多く，常時のような荷重状態にあると考えられる．

変形係数の推定

方法 
E00への換算式 

備考 

孔内水平載荷試

験から求められ

る変形係数Ec 

E00 

= 6 

Ec 

 

孔内水平載荷試

験から求められ

る変形係数EN 

E00 

= 6 

EN 

砂質土：EN=650N

粘 性 土 ： EN=

700N 

砂礫：EN =450N 

岩：EN =2300N 

供試体の一軸圧

密試験または三

軸圧縮試験から

求められる変形

数Eb 

E00 = 6 EN (砂質

土・粘性土) 

E00 = 4 Eb(岩) 

 



ひずみレベルに着目した地盤水平抵抗の評価に関する研究 

 

 23

そこで，常時の場合はa = 1 とした．一方，クリープの

影響が地盤に与える影響については明確にされていない

ため，地震時のa の値は過去の実績を考慮し，2 とした． 

次に，E00 は，地盤調査から地盤反力係数を求めるとき

に基準となる地盤調査により求められる変形係数であり，

平板載荷試験から求められる変形係数である．そして，

E00 を平板載荷試験以外の地盤調査法により算出する

場合は，本章の第二節において検討した結果に基づき，

表–4.8 より換算する． 

次に，補正係数 bH は，平板載荷試験から得られる地

盤反力係数を，基礎の載荷試験結果から求められる地盤

反力係数に換算する係数である．一章でも述べたように，

本来，地盤反力係数は当該地盤において基礎の載荷試験

を行って求めるのが望ましい．それは，地盤反力係数が

非線形であることからもわかるように，地盤反力係数が

変位レベル等の関数である一方，地盤調査法ごとに着目

している変位レベルが異なり，さらに，基礎の載荷試験

で生じている変位レベルと，地盤調査において生じてい

る変位レベルが異なるため，両者が一致しないためであ

る．今後，これらの問題を解決していくことが望まれる

が，本文では，補正係数bH を乗じることにより，地盤

調査により求められる地盤反力係数を，基礎の載荷試験

で得られる地盤反力係数に換算することとした．本節で

は，補正係数 bH の値を決定する．また，あわせて換算

載荷幅についても見直す． 

 

4.4.1 補正係数bH の計算方法 

 

本文では，杭の水平載荷試験における荷重・変位曲線

から求められる地盤反力係数を用いて，補正係数 bH の

値を求めた．まず，杭の水平載荷試験における荷重・変

位曲線から，地盤反力係数を逆算する．杭基礎設計便覧

において，地盤が液状化する場合などの特殊な条件では

許容変位を杭径の3.5%まで緩和していることを考慮し，

本文では，それぞれの荷重・変位曲線において，杭径の

1%, 2%, 3.5%の変位レベルにおける地盤反力係数を逆

算した．なお，検討に用いた載荷試験は，現行の推定式

の推定精度の検証に用いたデータのうち，杭径の 3.5%

以上の変位レベルまで載荷が行われているものを選定し

た． 

次に，式(4.2) 中の換算載荷幅BH を設定する．換算載

荷幅BH については，次の三通りを検討した． 

1 . BH=(D/)1/2(現行の道路橋示方書における杭基礎の換

算載荷幅) 

2. BH = D    (昭和55 年版道路橋示方書20)におけ

る杭基礎の換算載荷幅) 

3. BH = 0.8D   (現行の道路橋示方書のケーソン基礎

の換算載荷幅) 

式(4.2) 中のE00 は，表–4.8 中に示される，N 値から

の換算により求めた．そして，そのときの N 値につい

ては，現行の推定式の検証の場合と同様に，地表面から

2D, 4D, 6D の範囲における平均N 値を用いた．また，

基礎の荷重状態を表す補正係数a は1 とした．これは，

前述のように検討の対象とした杭の載荷試験は全て荷重

保持が行われており，荷重保持はクリープの影響が顕著

となる常時の荷重状態に近いと考えられるからである． 

bH の値を，杭径の1%の変位が生じているときの逆算

kH を用いて計算する場合には，式(4.2)中のkH に荷重・

変位曲線から得られた地盤反力係数を代入し，さらに未

知数bH を左辺に移項することにより，次式が得られる． 

 

bH = kH / {(E00 /0.3)( BH /0.3)-3/4                          (4.6) 

 

一方，杭径の 2%，3.5%の変位レベルにおける地盤反

力係数を用いて検討する場合には，ひずみ依存性を考慮

した式(4.5) について同様に整理し， 

 

bH = kH / {(E00 /0.3)( BH /0.3)-3/4 {(y/D)/(y0/D)-1/2}   (4.7) 

 

が得られる． 

式(4.6), (4.7) の右辺に必要な数値を代入し，bH を求め

た． 

 

4.4.2 補正係数 bH および換算載荷幅 BH の値の決

定 

 

表–4.9 に，上記の方法で計算した結果を示す．平均値

および変動係数の値がある範囲を有しているのは，着目
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した変位レベル(杭径の1%, 2%, 3.5%) の結果をまとめ

て示したためである． 

まず，換算載荷幅BH の設定方法が補正係数bH に与え

る影響についてみてみると，いずれのケースにおいても，

BH = (D/)1/2とした場合は，BH = D もしくは，BH = 0.8D 

とした場合に比べて若干変動係数が大きく，また，平均値

は倍程度の値が得られている．また，BH =(D/)1/2とした

場合は，杭頭から1 / βの平均N 値から求めたBH を，地

中部にも適用することになり，地盤反力係数の算出の確か

らしさに疑問が残る．そこで，換算載荷幅をBH= D とし

た場合，BH = 0.8Dとした場合に限って考察する． 

平均N 値が5 以上の砂質土の結果をみてみると，いず

れも変動係数は50%程度であり，平均値は0.3–0.45程度で

ある．また，着目する変位レベルによる平均値の違いは小

さく，どの変位レベルにおいても一定の値が得られている．

次に，平均N 値が5 以上の粘性土の結果をみてみると，

平均値は0.2–0.4 程度であり，平均N 値が5 以上の砂質

土と同程度の値が得られている．また，変位レベルの違い

による平均値の違いも小さい．しかし，変動係数について

見てみると，平均N 値を求める範囲を2D とした場合も

6D とした場合も，砂質土と比べて小さな値となっている

が，これはデータ数が少ないことが要因であると考えられ

る．また，6D の範囲の平均N 値を用いた場合は2–20%，

2D の範囲の平均N 値を用いた場合は，45–55%となって

おり，平均N 値を求める範囲の違いにより，ばらつきが

大きく変動することが確認された．平均N 値が5 未満の

砂質土の結果についてみてみると，変動係数は平均N 値

が5 以上の砂質土に比べて若干向上しているものの，これ

はデータ数が少ないことに起因するものと考えられる．ま

た，変位レベルの違いによる平均値の違いも，平均N 値

が5 以上の砂質土の場合と比べると大きい．一方，平均N 

値が5 未満の粘性土についてみてみると，データ数は比較

的多いにもかかわらず，変位レベルの違いによる平均値の

違いが大きく，変動係数も大きい．このように，平均N 値

が5 未満の地盤については，総じて値の信頼性が低く，特

に粘性土についてはN>5 の範囲においてもばらつきが大

きく，信頼性が低いことがわかった．これは，前述のよう

に標準貫入試験から求められるN 値と孔内水平載荷試験

から求められる変形係数との関係の相関性がいためであ

ると思われる．以上より，補正係数bH の値としては，平

均N 値が5 以上の砂質土の結果から，bH = 0.3 とする． 

また，換算載荷幅BH については，ケーソン基礎にあ

わせて0.8D とした． 

 

表–4.9 補正係数bH の計算結果 

 

 

 

 

5．提案式の予測精度の検証 

 

前章で提案した，地盤反力係数を地盤調査結果から求

めるときの新しい推定式(以降，提案式と呼ぶ) について，

その推定精度を検証する．検証する方法は，現行の推定

式と同様に，杭の水平載荷試験で得られた荷重・変位曲

線から求められる逆算kH と，提案式から求められるkH

の比率をとり，その統計量を整理するものである．検討

するkHの着目変位レベルは，杭径の1%, 2%, 3.5%とし

た．検討に用いた載荷試験データは，3 章において，現

行の推定式の推定精度を検証した際に用いたものと用い

たものと同じものである． 

検討結果を表–5.1 に示す．なお，平均N 値を求める

範囲，地盤種別，N 値の区分ごとにデータ数が異なるの

は，平均 N 値を求める範囲を変えたことにより，その

範囲において最も広い層を占める土質が変わるとともに，

平均的な N 値も変化するためである．また，着目変位

量が1%, 2%の場合と3.5%の場合でデータの総数が少な

いのは，検討対象とした載荷試験のなかには3.5%の変位

レベルまで載荷されていないものも含まれていたためで

ある．まず，平均N 値が 5 以上の砂質土について見て

みると，平均 N 値を求める範囲が深くなるにつれて，
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平均値が若干低下する傾向が見られる．これは，表–3.1 

に示した現行の推定式と同様の傾向である．ただし，平

均値は1.0 に近い値となっており，今回の提案式は，載

荷試験から求められる地盤反力係数の平均的な値を求め

ることができていることがわかる．また，変動係数はお

よそ 50%–60%程度であった．平均 N 値が 5 以上の粘

性土については，データ数が少ないために十分な検討が

できないが，平均値はおよそ1.0に–1.5 程度，変動係数

は 50%以下である．そして，平均 N 値を求める範囲を

2D とした場合には，6D とした場合に比べて平均値が

2/3 倍，変動係数は 5 倍程度になっており，N 値に非

常に敏感であることがわかる．これは，2 章で見たよう

に，粘性土については孔内水平載荷試験から求められる

変形係数 Ec と N 値の関係の相関性が悪く，N 値のわ

ずかな変化に対しても提案式による推定値が大きく変動

してしまったことを示している．平均N 値が 5 未満の

砂質土については，平均値が2–3 程度となっており，平

均N 値が 5 以上の砂質土と比べて，提案式による計算

値は逆算kHを過小評価している．変動係数については，

15%–50%程度の値が得られているが，平均N 値を求め

る範囲や着目ひずみとの相関性は見られない．平均N 値

が5 未満の粘性土については，平均値が4–10 程度と非

常に大きな値が得られており，提案式による地盤反力係

数は，実際の地盤反力係数を非常に過小評価している．

変動係数も70–130%と非常に大きい． 

以上より，N 値が 5 以上の砂地盤については，およ

そ平均値程度を推定できることがわかった．ただし，標

準貫入試験以外の地盤調査も同時に実施し，地盤の変形

係数を適切に評価することにより，より実測値に近しい

値が求められると期待される．また，地盤反力係数のモ

デル化については，本来地盤反力係数が有している非線

形性を考慮する方法や，現行の設計では一層地盤として

評価している多層系地盤に対しても，多層系地盤なりの

評価をする方法を検討することにより，推定精度が向上

するものと期待される。  

 

表–5.1 提案式の地盤反力係数推定精度 

 

 

6. まとめ 

 

地盤調査結果から地盤反力係数を推定するための推定

式を見直した．まず，現行の推定式を構成するパラメタ

ー間の相関関係を調べ，現行の推定式が有する課題点を

調査した．そして，新たにデータを収集・分析し，課題

を解決するための検討を行い，地盤反力係数を地盤調査

結果から推定するための推定式を，新しく提案した．本

文で得られた結果を以下にまとめる． 

現行の地盤反力係数の推定式は，昭和40 年代に検討さ

れた研究成果に基づいて定められている．しかし，現行

の道路橋示方書における設計法とは，以下の点につい

て齟齬が見られる． 

(a) 平板載荷試験結果における変形係数の評価方法が荷

重・変位曲線の初期勾配から求められたのに対し，現

行の道路橋示方書では繰返し勾配から求めるように定

められている 

(b) 粘性土については N 値と孔内水平載荷試験から求め

られる変形係数の相関関係を十分検討できるほどのデ

ータが無く，粘性土の物性を考えると地盤の変形係数

を N 値から推定することは避けるべきである，と言

及されているにもかかわらず，設計現場では粘性土に

ついてもE0 = 2800N として，N 値から変形係数を算

出されることが多い． 

(c) ひずみ依存性の指数則である1/2 が検討された際は，

基準変位量として10 mm が定義されており，現行の

設計法における杭径の1%とは異なる． 

上記の課題を解決するために，当時の検討に用いられた

データや，必要に応じて新しく追加したデータを分析しな

おし，新しい推定式を提案した．そして，今回提案した推

定式の推定精度について検討した．その結果，提案式によ
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り求められる地盤反力係数の値は，基礎の載荷試験から逆

算される地盤反力係数の平均値程度を予測できることが

わかった．ただし，粘性土やN < 5 の地盤については，変

形係数をN 値から算出することにより推定精度が著しく

低下するため，標準貫入試験以外の試験方法で調査する必

要があることを示した 

今後は，地盤反力係数の非線形性を評価できるようなモ

デル化について検討する必要がある． 
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